







































を対象として， 「施設を点検する J ' 「新しく取り替える J ' 「現状を維持するJ など，具体的な維
持管理方策を決定するための評価モテ、ノレを提案し，妥当性について検討した．特に，下水道管路は道
路の舗装下に埋設されていることが多いことから，それぞれの主体がタイミングを合わせて同時に更
新することで効率化が図れ，ライフサイクルコストの縮減につながるか著目し，道路舗装と下水道管
の双方を集合的に維持管理する状況をモデ、ノレ化，ライフサイクノレ口ストが最小となる評価方法を検討
した．モデ、ノレ分析の結果，劣化が進行しているほど， 「施設を更新するj 選択行動が有意になり，ま
た下水道の劣化状態を把握した時期からの経過年が長いほど， 「下水道を点検するJ選択行動が存意
となり，合理的な結果が得られた．また，個別に維持管理した場合と LC の観点から比較し，集合的
維持管理方策の有効性を定量的に評価した．
これまで水使用料金設定に関する研究の多くは，一律何パーセント調整するかの議論が中心であり，
水使用量に対して単価が異なることに着目した事例は少ない．水使用料金体系は地域の産業活動に少
なからず影響を与えており，水使用量が異なる産業を考慮した望ましい設定を検討することが重要で
ある．本研究では，全国の下水道事業体を対象とした実態分析を踏まえ，望ましい料金体系の仮定を
設定する．その上で、地域経済モデルを構築し， 2都市を対象に水使用料金設定が地域経済に与える影
響を比較することで検証した．その結果，製造業が中心の地場産業地域では，水使用量に関わらず均
一の料金単価に設定するほうがそうでない地域と比較して等価変分量が高くなることを明らかにし
た．最後に，近年IT 技術の発展や，アセットマネジメントの必要性が認識されはじめて，社会資本に
関する長寿命化支援システム等の開発がさかんに行われている．よって地方自治体における下水道
ス下ックマネジメントのシステム化を行い，本研究で取り上げた手法を一連の流れとして実施できる
ツール・システムを開発することの展望を述べた．
